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 トピック      教育にかけるお金の話し 
ぐんま教育文化フォーラム 

増え続ける教育費の自己負担 
近頃の諸物価高騰の波は、子育て・教育に

も容赦なく襲いかかっています。来春に向け

て学校の制服代や大学授業料の値上げのニュ

ースなどを目にするようになった一方で、先

の衆院選前にほぼすべての政党が公約に掲げ

ていた「教育費無償化」は、選挙が終わった

途端に沙汰止みになったような気配です。群

馬県内でも小中学校の「給食費無償化」は各

市町村に拡がっているものの、日々の通学・

習い事や塾・受験など就学に伴う各家庭の負

担額は確実に増加しています。(総務省家計調

査報告より) 

地方教育費調査でわかること 
文部科学省が行う調査に「地方教育費調査」

があります。この調査は、全国 47 都道府県の

教育委員会に対して、学校教育などに地方公

共団体から支出された金額(年額)を年度毎に

まとめたものです。(下図参照) 

入手し得る最新データ 2022 年度では、群馬

県の児童・生徒一人当たりの経費（地方公共

団体から学校への支出総額）は、 

小学校 991,466 円(全国比－14,039 円) 

中学校 1,101,337 円(全国比－60,284 円) 

高校全日制 1,202,015 円(全国比－119,099 円) 

でした。ちなみに、全国比のあとの－は｢ダッ

シュ｣ではなく｢マイナス｣です。つまり、群馬

県の大半の子どもが通う学校への支出は、全

国平均をすべて下回っているのです。 

この調査では小中学校の一学級当たりの支

出額も示され、全国平均と群馬県の差額は、 

小学校－1,435,259 円 

中学校－2,600,886 円 

と、これも大きく全国平均を下回っています。 

このような結果は、2022 年度に限ったこと

ではなく 2016 年度以降、小学校では 2016･

2019･2022 年度、中学校では毎年度、高校全

日制では 2020 年度を除く毎年度で全国平均

より低額です。 

在籍する児童・生徒一人当たりの支出額の

ため対象人数の少ない自治体ほど支出が高額

になる傾向はあるにせよ、2022 年度の場合全

国平均との差額に群馬県内各学校の在籍者数

をそれぞれ乗じれば小学校で約 12.6 億円、中

学校で約 30 億円、高校全日制で約 55.2 億円

も全国平均支出額より安上がりという計算に

なります。 

もちろん、学校への公的支出額の多寡が教

育環境や教育の質と直接連動するわけではあ

りませんし、群馬県でも特別支援学校や幼稚

園など全国並みの支出を例年している校種も
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あります。しかし、ますます多忙を極める業

務と慢性的な人手不足で負のスパイラルに陥

っている現在の学校現場に対し、せめて全国

並みの公的支出を行い、人的配慮や財政支援

を進めることが群馬県では最低限必要ではな

いでしょうか。 

日本の教育費は？ 
では、日本の教育費の公的支出の状況はど

うでしょうか。OECD(経済協力開発機構)によ

る年次調査報告書“Education at a Glance2024”

によると、政府支出の目的別内訳で教育が占め

る割合が日本は 8％とのことです。これは

OECD 加盟 38 カ国中最も低いイタリア・ギリ

シャに次いで 3 番目に低く、OECD の平均値

12％を４ポイント下回っています。つまり、

世界の中でも日本の政府は教育にお金をあま

りかけていない(公的支出が少ない)ことがわ

かります。 

この報告書では、日本の教育をめぐるこれ

以外の問題点として、 

・対 GDP 比で教育機関への支出割合の低さ 

・初等･中等教育の学級人数の多さ 

・幼児教育に充てる政府資金が限定的 

・就学前教育への公的財源の低さ 

・高等教育資金の大半が家計から拠出 

・初等･中等教育の教師不足 

などをあげています。日本政府は、これらの

指摘を真摯に受け止め改善に本腰を入れてほ

しいと思います。 

理念強要より自己検証と予算確保を 
私たちは「群馬

県 教 育 ビ ジ ョ ン

(原案)」に対する

パ ブ リ ッ ク コ メ

ントで、｢エージ

ェンシー」を｢『社

会 を よ り 良 く す

る』ための意識と

行動｣とする群馬

県 独 自 の 解 釈 に

より、教育が個人

に 社 会 貢 献 を 強

要 す る 手 段 と な

ってしまうことの危険性を指摘しました(下

記 QR コードからフォーラムウェブの｢提言｣

参照のこと)。そもそも、ウェルビーイング指

数がＧ7 中最下位の日本にあって、個人の幸

福追求より社会貢献を優先するかのような理

念の強要は、公教育の趣旨を根本からはき違

えた時代錯誤的な暴論というほかありません。 

さらに、この｢群馬県教育ビジョン｣には、

過去に行った施策の自己検証が圧倒的に欠け

ています(本編 82 ページ中｢成果と課題｣とし

て 20 行のみ)。具体的な根拠も示さないまま

「非認知能力」「エージェンシー」「始動人」

「自律的な学習者｣などの賑々しい用語で彩

られたこの「ビジョン(＝展望・夢)」には、

実効性がないどころか悪弊さえ引き起こして

います。現に、昨今の群馬の教育現場は｢エー

ジェンシー｣の具現化のために日々翻弄され、

教員は疲弊し切っています。 

施策の責任主体である群馬県教委は、綿密

な自己検証をただちに行い、せめて全国並み

の教育環境構築に向けた予算確保のために知

事部局及び県議会に昂然と迫る(＝自分で考

えて、自分で決めて、自分で動き出す)べきで

はないでしょうか。さもないと、全国でも、

いや全世界でも極めて低廉な群

馬県の教育行政が、今後もずっ

と続くことになってしまいま

す。 https://www.oecd.org/en/publications/edu 

日本の教育を概観したカントリーノート(日本語)もあり フォーラムウェブもぜひご覧下さい！⇒ 


